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ご案内I

　国の機関において業務を遂行するた
めに作成された公文書等を歴史の証拠、
あるいは後日の参考資料として保存す
ることは、いずれの国でも古くから行
われてきており、ヨーロッパ諸国では、
18世紀以来、近代的な公文書館制度が
発達しました。今日では、公文書館は
図書館、美術館、博物館とともに、重
要な文化施設の一つに位置付けられて
います。
　独立行政法人国立公文書館は、国の
行政機関及び独立行政法人等から移管
を受けた歴史資料として重要な公文書
その他の文書を将来にわたり確実に保
存し、皆様にご利用いただくため、閲覧、
展示、インターネットによる公開等さ
まざまな取組を行っている機関です。
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ご案内
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歴史公文書等の移管から      利用まで
1．歴史公文書等の評価選別

II
　歴史資料として重要な公文書その他の文書（以下「歴
史公文書等」という）の評価選別は、公文書等の管理
に関する法律（平成 21 年法律第 66 号）の定めるところ
に従って行われています。
　国の行政機関が定める行政文書管理規則の統一的な
指針である「行政文書の管理に関するガイドライン」では、
以下のいずれかに該当する文書は歴史公文書等に当た
り、保存期間満了後には国立公文書館等に移管するもの
としています。
【Ⅰ】 国の機関及び独立行政法人等の組織及び機能並

びに政策の検討過程、決定、実施及び実績に関
する重要な情報が記録された文書

【Ⅱ】 国民の権利及び義務に関する重要な情報が記録さ
れた文書

【Ⅲ】 国民を取り巻く社会環境、自然環境等に関する重
要な情報が記録された文書

【Ⅳ】 国の歴史、文化、学術、事件等に関する重要な情
報が記録された文書

　行政機関は、行政文書ファイル等の作成・取得後で
きる限り速やかに保存期間満了時の措置（レコードスケ
ジュール）を設定し、行政文書ファイル管理簿に記載し
て公表しなければならないとされています。
　当館は、歴史公文書等の選別等に係る適切な判断を
支援するため、行政機関が設定するレコードスケジュー
ルの妥当性について確認し、必要な場合には照会を行っ
たうえ、意見を申し述べる等、専門的技術的な助言を行っ
ています。
　また、行政機関は保存期間が満了する行政文書ファ
イル等を廃棄するにあたって、あらかじめ、内閣総理大
臣に協議し、その同意を得る必要があります。当館は、
当該協議に係る行政文書ファイル等の廃棄の適否につ
いて、内閣府の依頼に基づき、レコードスケジュールを
確認した時点の設定状況や時の経過による社会状況の
変化等を踏まえ、行政機関への照会等を通じて確認し、
専門的技術的な助言を行っています。

同閣議請議の文書公文書管理法公布の御署名原本
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歴史公文書等の移管 目録作成 利用

各機関等 内閣府 利用者独立行政法人  国立公文書館

歴史公文書等の移管から      利用まで
歴史公文書等の移管から利用までの流れ

行
政
機
関

司
法
機
関

個
人
・
法
人
等

独
立
行
政
法
人
等

レコードスケジュールの設定・専門的技術的助言の求め

レコードスケジュールの設定・専門的技術的助言の求め

専門的技術的助言の求め廃棄同意の求め

移管（送付目録、利用の制限に関する意見書）

移管（送付目録、利用の制限に関する意見書）

寄贈・寄託

専門的技術的助言

専門的技術的助言廃棄同意・不同意

協議・合意

特定歴史公文書等と
送付目録の照合

目録の作成

利用制限区分決定

目録公表

受入れから
1年以内の公表

特定歴史公文書等を
閲覧、写しの受領等

デジタルアーカイブで
検索

インターネットによる
利用

（デジタルアーカイブ）

利用請求等

文書受入れ

くん蒸・整理等

排架

受領目録の送付

利用の制限に
関する意見書
等の受領

受領目録の受領

移管（送付目録、利用の制限に関する意見書）

専門的技術的助言

照会・意見申し述べ
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1 受入れ
　当館が受け入れる歴史公文書等は、次のとおりです。
① 行政機関及び独立行政法人等が保存する歴史公文書
等として、保存期間が満了したときに当館に移管する
措置が定められたもの

② 内閣総理大臣が当館において保存する必要があると認
め、歴史公文書等を保存する国の機関（行政機関を
除く）との合意により移管を受けたもの

③ 民間の法人その他の団体又は個人から文書を寄贈又
は寄託する旨の申出があったもので、歴史公文書等に
該当すると判断したもの

　また、平成23年度からは、電子的方式で作成された
歴史公文書等（以下「電子公文書等」という）について、
政府全体で利用可能な文書管理システム又は可搬媒体
によって、行政機関等から受入れを行っています。

　受け入れた歴史公文書等は、生物被害への対処その
他の保存に必要な措置、請求番号の付与、利用制限事
由の該当性に関する審査、目録の作成を行い、原則とし
て受入れから1年以内に利用に供しています。

2 くん蒸
じょう

・検疫（ウイルスチェック）
　受け入れた歴史公文書等のうち紙媒体のものは、かび・
虫害等を防ぐために、くん蒸などの措置をします。
　また、電子公文書等については、受入れ後における
コンピュータウイルスによる被害の発生を回避するため
に、複数のアンチウイルスソフトを使用して、ウイルス
チェックを複数回実施します。

3 排架・長期保存
　当館に移管された歴史公文書等（以下「特定歴史公文
書等」という）は、永久に保存されます。このうち電子公
文書等以外のものは、東京本館又はつくば分館の専用
書庫で保存しています。専用書庫は原則として、温度
22℃、相対湿度55%に設定されており、室内の温湿度
を適切に管理しています。また、照明については、紙・
インクの変色を防止するため、紫外線を除去した蛍光灯
や紫外線の少ないLEDライトを使用しています。
　専用書庫には、施錠等による防犯対策のほか、火災に
備えて、煙感知器、炭酸ガス及びイナージェンガス噴射
による消火設備が整備されています。また書庫内の環境
維持のため清掃を徹底しており、虫トラップの設置等の
防虫対策を実施しています。
　特定歴史公文書等の状態及び利用状況を踏まえ、ド
ライクリーニングや金具取り等劣化要因の除去にも取り
組んでいます。
　電子公文書等は、主に「電子公文書等の移管・保存・
利用システム」に保存されます。同システムでは、保存専
用のストレージを設け、長期保存のために必要な措置を
施した電子公文書等を保存、管理しています。
　また、同システムでは、不正アクセス行為を防止する

歴史公文書等の移管から利用まで

2．受入れ、保存、
 修復業務

II

受入れ

くん蒸
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・  移管又は寄贈若しくは寄託を受けた時期
・  保存場所
・  媒体の種別
・  請求番号
・  インターネットで利用することができるデジタル画像等
の存否
・  利用制限の区分
・  その他適切な保存及び利用に資する情報

東京本館書庫

目録作成

つくば分館書庫

ために必要な情報セキュリティ対策を実施しています。
　さらに、同システムでは電子公文書等のバックアップを
取り、保存しています。

4 目録の作成
　特定歴史公文書等を適切に保存し、利用に供するた
め、1簿冊ごとに目録を作成し、国立公文書館デジタル
アーカイブにより公表しています。
目録の主な記載項目は以下のとおりです。
・  分類及び名称
・  移管又は寄贈若しくは寄託をした者の名称又は氏名

7



歴史公文書等の移管から利用までII

5 複製物の作成
　特定歴史公文書等の保存及び利便性の向上のために、
それぞれの内容、保存状態、作成・取得からの時の経過、
利用の状況等を踏まえた複製物作成計画を定めた上で、
適切な記録媒体により複製物を作成しています。現在は
デジタル化により複製物を作成することを基本としていま
す。
　複製物作成計画については、年度当初にホームページ
で公表しています。

6 修復業務
　特定歴史公文書等の中には、経年による劣化に加え、
過去に虫やネズミ等による食害・水・煙害・酸性化等によっ
て損傷を受けたため、閲覧等の利用に支障をきたしてい
るものも多くあります。
　これらは専門的技術を持った職員により資料の損傷の
程度が見極められ、繕い、裏打ち、リーフキャスティン
グ等の種々の方法で修復します。

デジタル化作業

修復室

繕い作業

裏打ち作業
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　当館では、特定歴史公文書等の探し方や利用方法等
に係るレファレンスを、ホームページ上のお問い合わせ
フォームのほか、メール、電話でも受け付けています。ま
た、資料を探す際の参考情報をまとめたリサーチ・ガイ
ドや、基本的なご質問に自動でお答えするチャットボット
も提供しています。

2 国立公文書館デジタルアーカイブ
　インターネットを通じて、特定歴史公文書等の目録情
報の検索や画像等が利用できます。
　国立公文書館デジタルアーカイブでは、資料群をたど
りながらの階層検索やキーワード検索が可能です。さら
に、国内外の他のデータベースと連携する横断検索機能
も備えています。

1 利用の方法
　特定歴史公文書等は、個人の権利利益を害するおそ
れがある情報が記録されているなどの場合を除き、誰で
も閲覧することができます。また、写しの交付（有償）を
受けることもできます。
　閲覧室には、特定歴史公文書等の検索ができるよう、
デジタルアーカイブを利用できる端末を備え付けています。
　また、利用者が持参したカメラで特定歴史公文書等を
撮影することができるほか、つくば分館で所蔵している
特定歴史公文書等のうち、利用制限区分が「公開」又は
「部分公開」となっているものについては、東京本館に取
り寄せて閲覧していただいています。

リサーチ・ガイド

3．利用業務

国立公文書館デジタルアーカイブ
（https://www.digital.archives.go.jp/）

国立公文書館デジタルアーカイブ 検索結果一覧画面

閲覧室
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特別展
　社会的に特に関心の高いテーマ等を設定して、特別展
を年2回程度開催しています。特別展では、展示資料を
紹介する図録を制作するとともに、関連イベントとして、
展示企画者による解説会、外部有識者等をお招きしての
記念講演会などを行っています。

利用の促進に係る活動
1．展示会

III
　所蔵資料を広く紹介し、館の活動と特定歴史公文書等を保存、利用することの意義をご理解い
ただくため、常設展のほか、特別展、企画展などを開催しています。

常設展
　近代以降の歴史的な事象に関する所蔵資料（複製）を
展示する「日本のあゆみ」を、特別展・企画展の開催に
関わらず、常時ご観覧いただくことができます（休館日を
除く）。
　展示室内には、時代背景や当時の主要な出来事を年
表で紹介するパネルを設置するなど、歴史を学ぶ中学生
や高校生にも理解しやすい、充実した展示内容になって
います。この他にも、各資料に二次元コードを配置した
り、英語の展示資料一覧や解説を準備したりするなど、
展示の内容をさらに深く知りたい方、海外から来館され
た方など、幅広い利用者のニーズに応
えられるよう、工夫しています。

特別展図録

スペシャルトークセッション［令和8年（2026）］
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館外展
　日頃、ご来館いただくことが難しい遠隔地を中心に、所
蔵資料の更なる利用の促進を図るため、平成24年度から
令和7年度にかけて館外における展示会を開催しました。

デジタル展示
　一部の特別展・企画展等については、
展示内容を再構成したデジタル展示も
公開しています。

企画展
　調査研究の成果を含む多様なテーマを設定して、年3回
程度企画展を開催しています。内閣文庫・行政文書をメイン
とした展示をバランスよく行っています。企画展では、主要
な展示資料を掲載した簡易図録を制作しています。また、関
連イベントとして展示企画者による展示解説会を複数回
実施しています。

つくば分館
　つくば分館では、常設展を開催しています。

ギャラリートーク[令和8年（2026）]

展示解説会 [令和6年（2024）]

つくば分館の展示（常設展）

デジタル展示「時代を超えて輝く女性たち」［令和8年（2026）公開］
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に触れ、読み解き、自ら考える学びを支える教育活動に
取り組んでいます。

3 見学
①ふらっとツアー
　事前申込み不要の施設見学ツアーを定期的に開催して
います。

②児童・生徒等を対象とした見学ツアー
　小学生とその保護者、中高生、大学生、教員等を対
象とした事前申込による見学ツアーを開催しています。施
設見学に加え、所蔵資料の閲覧体験、くずし字や花押を
用いたオリジナル缶バッジづくりなど、公文書等に親しん
でいただく機会を設けています。

利用の促進に係る活動III

2．学習支援
　将来世代である若年層を主な対象に学習支援の取組
を進めています。

1 学習コンテンツの制作・普及
　国立公文書館が所蔵する資料を用いた動画・クイズ・
資料集からなる学習コンテンツを令和6年（2024）度か
ら制作しています。動画・クイズでは、キャラクターによ
る解説を通じ、教科書で扱う歴史的な出来事を楽しく学
べます。また資料集では、教員向けの解説や「問い」の
提案など、より深くテーマを掘り下げることができます。
　さらに令和7年（2025）度から、館の業務体験を通じて、
公文書の保存・利用等の業務や意義を分かりやすく伝え
る「業務体験プログラム」の制作を開始しました。

2 教育機関等との連携
　主に中学校・高等学校と連携し、出前授業や職場体
験等を実施しています。出前授業では、所蔵資料や学習
コンテンツを活用した歴史関連科目のほか、探究学習や
キャリア教育など教員と相談しながら授業を行っていま
す。職場体験では、所蔵資料の閲覧、業務体験などを
通じて、公文書や歴史資料に親しみ、国立公文書館の
役割への理解を深める機会を提供しています。一次資料

館主催見学ツアー（閲覧体験）［令和7年（2025）］

出前授業（高校1年生）［令和6年（2024）］

館主催見学ツアー（オリジナル缶バッジづくり）［令和7年（2025）］
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　当館に関心を寄せる方々に、当館の展示・イベント等
の情報をお知らせすることで、当館を積極的に活用して
いただくとともに、当館がより充実した、身近な場となる
ための活動をサポートしていただくことを目的としていま
す。平成27年（2015）9月から会員を募集し、同年12月
からサービスを開始しました。

1 会員特典
　当館オリジナルグッズ（特別展図録等）の無償頒布の
ほか、イベントへの招待・優先案内、その他の情報提
供を行っています。

2 友の会ボランティアガイド
　当館と利用者及び利用者同士の交流に係る取組とし
て、令和2年（2020）度から「国立公文書館友の会ボラ
ンティアガイド」の活動を開始しました。東京本館展示
会場を案内し、展示資料の解説を行う「展示ガイド」等
として活躍しています。

3．友の会

館主催見学ツアー（友の会会員対象）［令和8年（2026）］

　当館の所蔵資料や活動を幅広い層に理解していただく
ため、視覚的にもわかりやすいよう、ホームページやＸ、
インスタグラム等を通じて情報発信しています。また、展
示企画者による解説会やギャラリートーク、有識者トー
クセッションなどのイベントを開催しています。
　その他、他機関と連携したスタンプラリーへの参加や、
学校等教育機関と連携した学習支援事業への取組みなど、
新館開館以降を見据えた館機能強化を進めています。

　当館では、歴史公文書等の保存及び利用に関する調査
研究を行い、その成果を研究紀要『北の丸』や当館ウェブ
サイト等を通じて広く発信しています。理論と実務を結ぶ
知見を提供し、利用の促進に努めています。

5．調査研究

ウェブサイト「国立公文書館　アーカイブズ・シンクタンク」
（https://www.archives.go.jp/thinktank/）

ホームページ X

Facebook

Instagram

YouTube

4．広報
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国内外の連携・交流IV
1．国内の連携に係る取組

令和 8年（2026）6月現在2 国立公文書館等、地方公共団体公文書館等一覧

芳賀町総合情報館
中之条町歴史と民俗の博物館「ミュゼ」
戸田市公文書館／戸田市アーカイブズ・センター
久喜市公文書館
八潮市立資料館
板橋区公文書館
武蔵野市立武蔵野ふるさと歴史館
府中市立ふるさと府中歴史館
藤沢市文書館
寒川文書館
上越市公文書センター
富山市公文書館
金沢市公文書館
長野市公文書館
松本市文書館
上田市公文書館
須坂市文書館
東御市文書館
安曇野市文書館
長和町文書館
小布施町文書館
高山市公文書館
磐田市歴史文書館
守山市公文書館
和泉市いずみの国歴史館
尼崎市立歴史博物館
高松市公文書館
さぬき市公文書館
三豊市文書館
西予市城川歴史民俗資料館
福岡県市町村公文書館
太宰府市公文書館
天草市立天草アーカイブズ
北谷町公文書館

国立公文書館等一覧
国立公文書館
宮内庁書陵部図書課宮内公文書館
外務省大臣官房総務課外交史料館
北海道大学大学文書館公文書室
東北大学学術資源研究公開センター史料館公文書室
筑波大学アーカイブズ
東京大学文書館
東京外国語大学文書館
東京科学大学博物館資史料館運営室公文書室
東海国立大学機構大学文書資料室
京都大学大学文書館
大阪大学アーカイブズ
神戸大学大学文書史料室
広島大学文書館
九州大学大学文書館
日本銀行金融研究所アーカイブ

【都道府県】46館
北海道立文書館
青森県公文書センター
岩手県公文書センター
宮城県公文書館
秋田県公文書館
山形県公文書センター
福島県歴史資料館
茨城県立歴史館
栃木県立文書館
群馬県立文書館
埼玉県立文書館
千葉県文書館
東京都公文書館
神奈川県立公文書館
新潟県立文書館
富山県公文書館
石川県立図書館
福井県文書館
山梨県立図書館
長野県立歴史館
岐阜県歴史資料館
静岡県公文書センター
愛知県公文書館
三重県総合博物館
滋賀県立公文書館
京都府立京都学・歴彩館
大阪府公文書館
兵庫県公館（歴史資料館部門）
奈良県立図書情報館
和歌山県立文書館
鳥取県立公文書館
島根県公文書センター
岡山県立記録資料館

広島県立文書館
山口県文書館
徳島県立文書館
香川県立文書館
愛媛県公文書センター
高知県立公文書館
福岡県立公文書館
佐賀県公文書館
長崎県公文書コーナー
熊本県公文書センター
大分県公文書館
宮崎県文書センター
沖縄県公文書館

【政令指定都市】11館
札幌市公文書館
仙台市公文書館
川崎市公文書館
相模原市立公文書館
新潟市文書館
名古屋市市政資料館
大阪市公文書館
神戸市歴史公文書館
広島市公文書館
北九州市立文書館
福岡市総合図書館

【市区町村】40館
横手市公文書館
大仙市アーカイブズ
酒田市文化資料館光丘文庫
郡山市歴史情報博物館
常陸大宮市文書館
小山市文書館

地方公共団体公文書館等一覧

1 全国公文書館長会議
　公文書管理制度の円滑な運用及び歴史公文書等の適
切な保存・利用に資するため、国及び地方公共団体等が
設置する公文書館等が直面する諸問題について協議する
とともに、公文書館等の緊密な連携を図ることを目的と
して、平成元年（1989）から毎年、全国公文書館長会
議を開催しています。最近の会議では、アーキビスト認
証に関する取組報告のほか、「電子公文書」など各機関
の関心が高いテーマを取り上げ、共通する課題の確認や
情報の共有を図っています。 全国公文書館長会議［令和7年（2025）］

　国、地方公共団体、学協会、高等教育機関など国内のアーカイブズ関係機関と相互に連絡・協
力を行っています。
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2．国際交流
1 国際公文書館会議（ICA）
　国際公文書館会議（International Council on Archives, 
ICA）は、各国公文書館の相互連携と発展に貢献するこ
とを目的として、昭和 23年（1948）に発足した国際非政
府組織です。本部はパリに置かれ、約 150にわたる国・
地域における機関及び個人の会員が加盟しています。
　当館は昭和 47年（1972）に加盟し、以後、毎年開か
れる国際会議等に参加し、専門セミナーでの発表やワー
クショップ等を通じて日本からの情報発信を行っていま
す。また、各国の国立公文書館長で構成される国立公文
書館長フォーラムへの出席等の機会を通じて、アーキビス
ト等との交流を深め、国際的な公文書館活動への積極的
な参画に努めています。
　ICAでは設立記念日の 6月 9日を「国際アーカイブズの
日」と定めており、当館では、その週に合わせて開催する
「国際アーカイブズ週間」記念講演会等を通じて広報啓発
を図っています。

　 ICAのもとには12の地域支部があり、当館はその一つ、
東アジア地域支部（East Asian Regional Branch of the 
International Council on Archives, EASTICA）に所属
しています。平成5年（1993）に設立されたEASTICAの他
の国・地域は、中国、韓国、モンゴル、北朝鮮、香港、マ
カオで、毎年開催されるセミナー及び 2年に一度の総会、
香港大学と共催で実施しているアーカイブズ専門職向けの
研修などを通じて、東アジア地域の公文書館の発展に寄
与しています。
　日本でもこれまで6回にわたって総会とセミナーを開催し、
議長国や理事として、EASTICAの活動に貢献しています。

3 諸外国の公文書館等との交流
　当館では、諸外国の公文書館制度や公文書館の機能・
業務内容等の調査を行うとともに、様々な交流を行って
います。
　これまでにベトナム国家記録アーカイブズ局、モンゴル
国公文書管理庁、リトアニア国公文書館庁及びカザフス
タン共和国大統領公文書館と、それぞれ協力覚書を結ん
だほか、アーカイブズ機関における実務者を対象とした
国際オンラインセミナーを開催しています。また、世界各
国から視察や研修の受入れを行っています。

バルセロナ（スペイン）で開催された第20回ICA大会［令和7年（2025）］

リトアニア国公文書館庁との協力覚書の署名［令和7年（2025）］
左から鳩山内閣府副大臣、当館の鎌田館長、ザクシャウスキエネ・リト
アニア国公文書館庁長官、ナウセーダ・リトアニア共和国大統領

東京で開催されたEASTICAセミナー［令和6年（2024）］

2 国際公文書館会議東アジア地域支部（EASTICA）
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研修・アーキビスト認証V
1．研修の実施

1 公文書管理研修
　国及び独立行政法人等の文書管理実務の担当者を対
象として、以下の2つの研修を実施しています。

公文書管理研修Ⅰ（初任者研修）
　公文書管理の重要性に関する意識を高めるとともに、
公文書管理法の概要を理解し、レコードスケジュールの
設定、廃棄協議等に関する基本的な事項の習得を目的と
しています。

公文書管理研修Ⅱ（実務担当者研修）
　公文書管理法を始めとする関連法令を理解するととも
に、公文書等の管理に関する実務担当者として必要とな
る専門的な事項の習得を目的としています。

2 アーカイブズ研修
　国、独立行政法人等、地方公共団体の公文書館及び
文書主管課等の職員を対象として、以下の3つの研修を
実施しています。

アーカイブズ研修Ⅰ（基礎コース）
　公文書館制度や歴史公文書等の保存及び利用の実務
に関する基本的な事項の習得を目的としています。

アーカイブズ研修Ⅱ（テーマ別実践コース）
　特定のテーマに関する講義や共同研究、実習を通して、
アーキビストとしての資質の向上、実務上の問題点の解
決方法等を習得することを目的としています。

アーカイブズ研修Ⅲ（専門職員養成コース）
　公文書館等において中核的な役割を担う専門職員を
養成するため、「アーキビストの職務基準書」が示す専
門的な事項の習得を目的としています。全課程を修了し、
修了研究論文の審査に合格した者に修了証書を交付して
います。

3 講師派遣
　国、独立行政法人等、地方公共団体及びその他外部の
機関において行われる研修会等に対して、館役職員を講
師等として派遣しています。

アーカイブズ研修Ⅲ［令和 7年（2025）］
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3 認証アーキビストの要件
　認証を受けるためには、以下の3要件が必要となります。

1. 知識・技能等
アーキビストの使命、倫理と基本姿勢を理解し、職務遂
行上基本となる知識・技能が学べる大学院修士課程の
科目を修得又は関係機関の研修を修了

2. 実務経験
評価選別・収集などのアーカイブズに関わる3年以上の
実務経験

3. 調査研究能力
修士課程修了レベルの調査研究能力（修士課程相当を修
了又は紀要の論文等の提出及びアーカイブズに係る1点
以上の調査研究実績）

4 認証の仕組み
　①申請者は、国立公文書館長宛てに申請書類を提出。
②館長は、有識者からなるアーキビスト認証委員会に対
し審査を依頼。③認証委員会は審査を行い、結果を館
長へ報告。④館長は、その結果に基づき、申請者に認
証の可否を通知し、所定の手続きの完了を確認し認証。
　社会規範の変容や、情報技術の進展等を踏まえ、認
証アーキビストに求められる知識・技能等が、時代に即
して更新されていることを確認するため、認証の有効期
間を5年とする更新の仕組みを設けています。

アーキビスト認証の仕組み

1 目的
　当館では、国民共有の知的資源である公文書等の適
正な管理を支え、かつ永続的な保存と利用を確かなもの
とする専門職を確立するとともに、その信頼性及び専門
性を確保するため、アーキビストとしての専門性を有する
者を国立公文書館長が認証する仕組みを設けています。
　そして、認証アーキビストの配置・活用の促進を通し
て我が国全体の公文書管理の充実を目指しています。

2 アーキビスト認証とは
　アーキビスト（archivist）とは、公文書館をはじめと
するアーカイブズ（archives）において働く専門職員を
言います。
　アーキビストは、組織において日々作成される膨大な
記録の中から、世代を超えて永続的な価値を有する記
録を評価選別し、将来にわたっての利用を保証するとい
う極めて重要な役割を担います。アーキビストが存在し
ない組織では、 その時々の担当者の考えや不十分な管
理体制によって、本来は残されるべき記録が廃棄される
など、後世に伝えられるべき重要な記録、さらにその記
録をもとに記されるはずの歴史が喪われてしまう恐れが
あります。
　こうしたことから、アーキビストには、高い倫理観とと
もに、評価選別や保存、さらには時の経過を考慮した記
録の利用に関する専門的知識や技能、様々な課題を解
決していくための高い調査研究能力、豊富な実務経験が
求められます。
　当館では、こうした重要な役割を担うアーキビストの
職務とその遂行上必要となる知識・技能等を明らかにす
るため、有識者や関係機関の協力を得て「アーキビスト
の職務基準書」（平成30年12月）を策定し、この職務基
準書に基づき、アーキビストとしての専門性を有すると認
められる者を「認証アーキビスト」として認証する仕組み
を、内閣府からの認可を得て、令和2年（2020）度から
開始しました。
　さらに、認証アーキビストの一要件である専門的知識・
技能等を有した者を「准認証アーキビスト」として認定す
る仕組みを、令和6年（2024）度から開始しました。

2．アーキビスト認証

※体系的な教育・研修の機会が限られてきた状況を踏まえ、教育・研修の機会を得
ていないものの、豊富な「2．実務経験」と「3．調査研究能力」を有し、「1．知識・
技能等」も修得済みと判断される者は、認証を受けることが可能。
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主な所蔵資料VI

1．公文書

　日本国憲法は、昭和21年（1946）11月3日に
公布され、翌年5月3日から施行されました。大
日本帝国憲法の改正手続に従って制定され、公
布書には、第一次吉田茂内閣の各大臣が副署し
ています。
　天皇を国の象徴とし、国民主権、基本的人
権の尊重、平和主義を基本的原則とするととも
に、戦争の放棄、三権分立、国権の最高機関
としての国会、地方自治の保障などを規定して
います。

日本国憲法   昭和21年（1946）

　当館の所蔵資料は、大きく5つの資料群に分けられます。各府省等から移管された「行政文書」、
司法機関から移管された「司法文書」、独立行政法人等から移管された「法人文書」、民間の法人
その他の団体又は個人から寄贈又は寄託された「寄贈・寄託文書」、国立公文書館の設置に際し、
その重要な一部門となった内閣文庫所蔵の古典籍・古文書である「内閣文庫」です。これら所蔵
資料のうち、31件が国の重要文化財の指定を受けています（令和8年6月現在）。
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　大日本帝国憲法は、明治22年（1889）2月11日に発布
され、翌年11月29日の第1回帝国議会開会から施行され
ました。
　憲法には、上

じょう

諭
ゆ

、御
ぎょ

名
めい

（天皇の署名）、御
ぎょ

璽
じ

（天皇の印）、
年月日のあと、内閣総理大臣 黒田清隆を筆頭に、宮中席次
の順に各大臣等の自筆による副署が記されています。この
中には、特別に勅語を賜り内閣に列した枢密院議長 伊藤
博文の署名も含まれています。

大日本帝国憲法   明治22年（1889）

　昭和20年（1945）8月14日、御前会議でのポツダム宣言
受諾の決定を受け、「大東亜戦争終結ニ関スル詔書」が
発布されました。この詔書は、「終戦の詔書」と呼ばれてい
ます。8月14日の閣議の際、詔書の案文は、議論を踏まえ
て数カ所の修正が行われたのちに、文言が確定しました。
翌15日正午、「堪え難きを堪え 忍び難きを忍び」の文言で 
知られる、いわゆる「玉音放送」として国民に伝えられま
した。

終戦の詔書   昭和20年（1945）
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主な所蔵資料VI

　明治 4年（1871）7月 14日、廃藩置県の詔が発せられ
ました。知藩事は全て罷免されて東京に居住することが命
じられました。知藩事に代わり、政府が任命する府知事・
県知事（のち県令）が各府県の行政を行うこととなりました。
藩は全て県となり、日本全国で、3府 302県となりました。
　本資料が含まれる太

だじょうるいてん

政類典は、太
だじょうかん

政官記録課が、慶応

3年（1867）10月から明治14年（1881）までの太政官日記
及び日誌、公

こうぶんろく

文録等から典例条規を採録・浄書し、制度、
官制、官規、儀制等の19部門に分類し、これらを年代順
に編集したもので、明治前期の貴重な資料として、歴史研
究者に広く利用されています。

藩ヲ廃シ県ヲ置ク  明治 4年（1871）   

　明治初期の太政官が各省との間で授受した文書を、年
次別・機関別に編纂したもので、総冊数 4,000冊を超え
る資料群となります。明治元年（1868）から太政官制が廃
止になる明治 18年（1885）12月末までの文書が編纂さ
れています。

公
こ う

文
ぶ ん

録
ろく

（図表共）並索引  【重要文化財】
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　昭和40年（1965）8月18日、母性並びに乳児及び幼児の
健康の保持と増進を図り、国民保健の向上に寄与するた
め、母子保健法が公布されました。
　本資料が含まれる法令案審議録は、内閣法制局が法案

審査の記録を綴ったものです。法令案審議録は、内閣法
制局における審査、閣議請議を経て公布されるまでの過程
が収録されています。

母子保健法案  昭和 40年（1965）

　第1次加藤高明内閣は衆議院議員選挙法改正法律案を
第50回帝国議会に提出しました。同改正法（普通選挙法）
は、大正14年（1925）5月5日に公布されました。これに
より、満25歳以上の男子に選挙権が与えられました。
　本資料が含まれる公

こうぶんるいしゅう

文類聚は、従前、太政類典という
名称で編集されていましたが、明治15年（ 1882）から

「公文類聚」という名称に改められました。特殊な部門を
除き政体門から外事門までの23部門に分類し、年別に編
集されていましたが、明治19年（1886）からは主として法
律及び規則の原議を収録し編集されています。

衆議院議員選挙法改正法律   大正 14年（1925）
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　江戸時代に紅葉山文庫の管理に従事した書物奉行の執
務日誌で、全225冊と大部にわたり、宝永3年（1706）から
安政4年（1857）までおよそ150年間書き継がれてきました。

御
ご

書
し ょ

物
も つ

方
か た

留
と め

牒
ちょう

・御書物方日記  【重要文化財】

2．古書・古文書

主な所蔵資料VI

　奈良興福寺の大乗院の門跡を務めた尋尊（ 14 30～
1508）・政覚（1453～94）・経尋（1498～1526）の宝徳2
年（1450）から約80年間の日記と関連する記録です。応仁
の乱をはさむ室町時代後期の政治、経済、世情、風俗等

が記載されています。また、本資料は不用となった手紙等
の裏に書かれているため、日記の裏側にも別の文書
（紙

しはいもんじょ

背文書）が見られるのも特徴です。

大
だ い

乗
じょう

院
い ん

寺
じ

社
し ゃ

雑
ぞ う

事
じ

記
き

  【重要文化財】
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　中国の歴史上の出来事を、フィクションを取り入れな
がら面白く講談した大衆向けの歴史物語です。本書は、
至
し ち

治年間（1321～ 1323）に刊行されたもので、現存する
唯一の刊本であり、中国文学史ならびに書誌学の貴重な
資料として世界的に知られています。
　本書には、「武王伐紂書」「楽毅図斉七国春秋後集」「秦
併六国平話」「前漢書続集」「三国志」という五つの物
語が収録されています。

全
ぜ ん

相
そ う

平
へ い

話
わ

  【重要文化財】

内閣文庫の沿革
　内閣文庫の起源は、明治6年（1873）、太政官
正院歴史課に置かれた図書掛に見ることができま
す。その後、同17年1月24日に、「内閣文庫」の前
身である各官庁の中央図書館「太政官文庫」が設
置されました。さらに同18年12月22日、内閣制度
の創始に伴い、同月24日に、内閣記録局図書課が
設置され、同課所管の「内閣文庫」が発足しました。
　その後、内閣書記官室記録課、内閣官房記録課、
同総務課など所管の変遷があり、昭和23年（1948）
2月9日、国立国会図書館法が公布され、同年8月
25日、内閣文庫は同図書館支部内閣文庫となりま
した。昭和32年（1957）8月1日、総理府本府組織
令の改正により、内閣文庫は、内閣総理大臣官房
総務課より分離し、大臣官房の一部門として独立し
た内部組織となり、内閣総理大臣官房内閣文庫長
が置かれるようになりました。

　昭和46年（1971）7月1日、国立公文書館の設置に
ともない、同館に庶務課、公文書課、内閣文庫が設
置されました。平成13年（2001）、同館の独立行政
法人化に伴い、組織としての内閣文庫は無くなりまし
たが、内閣文庫所蔵資料は、現在に至るまで当館で
その多くを所蔵しています。
　所蔵資料群の代表的なものとしては、江戸幕府
の紅葉山文庫や昌平坂学問所、和学講談所、医学
館などの書籍や記録類を継承しています。ほかに、
大名家からの献上本、明治政府が収集・購入した
古書・古文書、明治初年に政府が調査・翻訳した
諸外国の歴史・政治・法律書の稿本類、明治から
昭和20年までの官庁刊行物など、その内容は多岐
にわたっています。
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主な所蔵資料VI

3．国の重要文化財一覧

霊憲候簿
れいけんこうぼ

江戸幕府天文方の渋川景佑らにより、天保9年（1838）から16年余りにわたって行われた天文・気象の測量
記録です。太陽や月、惑星などの位置、日食、月食などの天文現象、一日3回程度の天気、風向、温度、気
圧が毎日記録された、日本の天文暦学史、気象史にとって貴重な資料です。令和7年（2025）9月26日指定。

江戸幕府書物方関係資料
えどばくふしょもつかたかんけいしりょう

江戸時代に紅葉山文庫の管理に従事した書物奉行の執務日記や紅葉山文庫の目録などを中心とした資料群で
す。江戸幕府の諸機関が作成したものとして貴重な資料です。平成30年（2018）10月31日指定。

尋憲記
じんけんき

奈良興福寺大乗院の門跡尋憲（？～1585）が作成した、永禄5年（1562）から天正5年（1577）までの自筆日記。
当時の門跡内の軋轢や日常の交流を伝える記述のみならず、戦国の動乱期における大和国の動静なども詳細
に記しています。平成23年（2011）6月27日指定。

三箇院家抄
さんかいんげしょう

奈良興福寺大乗院の門跡尋尊（1430～1508）が作成した、関係寺院の所領の田地帳や諸国の荘園目録といっ
た台帳等の記録類です。大乗院門跡の人的構成や門跡領庄園の変遷の様相などが詳細に記録されています。
平成16年（2004）6月8日指定。

経覚私要鈔
きょうがくしようしょう

奈良興福寺大乗院の門跡経覚（1395～1473）が記した、応永22年（1415）から文明4年（1472）までの自筆
日記で、別名「安位寺殿御自記」ともいわれています。興福寺の寺務と寺領支配のみならず、京都の動静など、
当時の政治や社会・文化など、その記載は多岐にわたっています。平成15年（2003）5月29日指定。

大乗院寺社雑事記
だいじょういんじしゃぞうじき

奈良・興福寺の大乗院の門跡を務めた尋尊（1430～1508）・政覚（1453～94）・経尋（1498～1526）の宝
徳2年（1450）から約80年間の日記と関連する記録です。応仁の乱前後の畿内を中心とした政治・社会・経済・
宗教・芸能等に関する最も重要な資料の一つです。平成14年（2002）6月26日指定。

阿蘭陀本草和解
おらんだほんぞうわげ

八代将軍吉宗（1684～1751）の命を受けて、本草学者である幕府の医官野呂元丈（1693～1761）が、主として
紅葉山文庫所蔵のドドネウスの「草木誌」を抄訳したものです。原書の解読を行った蘭学研究の嚆矢です。平成
11年（1999）6月7日指定。

公文録（図表共）並索引
こうぶんろく（ずひょうとも）ならびにさくいん

明治政府が、明治元年（1868）から太政官制が廃止になる明治18年（1885）12月末までに実施した基本的な
諸政策についての原議書類などの原本を収めたものです。関連の図表・索引と共に、近代史研究の根本資料
の一つです。平成10年（1998）6月30日指定。

庶物類纂・庶物類纂図翼
しょぶつるいさん・しょぶつるいさんずよく

幕府の命により稲生若水（1655～1715）・丹羽正伯（1691～1756）が編纂した一大本草書で、我が国博物学
史上画期的業績です。図翼は旗本戸田祐之から幕府に献上された薬草図集。約530枚の細密な図が、鮮やか
な彩色で描かれています。平成8年（1996）6月27日指定。

貞享暦
じょうきょうれき

幕府は、誤差の著しかった宣明暦を渋川春海（1639～1715）の研究に基づいて貞享2年（1685）元旦を以っ
て改暦しました。本書は、研究成果を春海自ら浄書して幕府に進献した本です。平成6年（1994）6月28日指定。

北槎聞略
ほくさぶんりゃく

天明2年（1782）、江戸への航海中に遭難、漂流の後ロシアに渡り、寛政4年（1792）に帰国した伊勢国の船
頭大黒屋光大夫等の体験を、蘭学者桂川甫周が幕府の命を受けて聴取したロシア・シベリアの地誌・見聞録
です。平成5年（1993）1月20日指定。

吾妻鏡（北条本）
あづまかがみ（ほうじょうぼん）

治承4年（1180）の伊豆国における源頼朝の挙兵から、文永3年（1266）の六代将軍宗尊親王の帰洛までの歴
史を編年体で著した鎌倉幕府の正史です。旧蔵者小田原北条氏に因んで「北条本」と呼ばれています。 
平成5年（1993）1月20日指定。

間宮林蔵北蝦夷等見分関係記録
まみやりんぞうきたえぞとうけんぶんかんけいきろく

間宮林蔵が、文化5～6年（1808～1809）に行った樺太・東韃地方探査の記録の幕府への呈上本。「北蝦夷
島地図」「東韃地方紀行」「北夷分界余話」の三編からなります。この探査によって、樺太の離島性が証明され
ました。平成3年（1991）6月21日指定。

吾妻鏡 足利尊氏袖判下文（朽木家古文書） 正保城絵図（三原城図）

令和 8年（2026）6月現在
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諸宗末寺帳
しょしゅうまつじちょう

寛永9～10年（1632～1633）幕府の命令で提出された全国の諸宗（天台、浄土真宗を除く）の本寺と末寺の
一覧表です。現存最古の末寺帳で、江戸時代初期の寺院の本末関係を知るための基本資料です。 
平成元年（1989）6月12日指定。

朽木家文書
くつきけもんじょ

近江高島郡朽木庄の地頭であった朽木家に伝来した文書で、中世武家文書がまとまって保存された資料群とし
て貴重なものです。明治政府による、古書・古文書の収集の一環として、明治21年（1888）、内閣記録局が
購入しました。平成元年（1989）6月12日指定。

正保城絵図
しょうほうしろえず

正保年間（1644～48）国絵図とともに幕府の命令によって作成された城下町の地図集です。近世築城の完成
期の実情を描写していること、城郭内の建造物、石垣の高さ、堀の幅や水深などの軍事情報などが精密に描
かれています。昭和61年（1986）6月6日指定。

国絵図並郷帳
くにえずならびにごうちょう

徳川幕府の勘定所が、諸国の領主・代官から提出された資料に基づき編集した国ごとの絵図及び郷帳の原本
です。特に天保度（19世紀半ば）のものは国絵図・郷帳ともに全国分が揃っています。昭和58年（1983）6月
6日指定。

鉅宋広韻
きょそうこういん

宋代（10～13世紀）の有名な音韻書（字書の一種で漢字を韻字で分類したもの）です。南宋乾道5年（1169）
の出版で、完本では現存最古です。木村蒹葭堂（1736～1802）の旧蔵書で、文化元年（1804）昌平坂学問所
に納められました。昭和32年（1957）2月19日指定。

梅亭先生四六標準
ばいていせんせいしろくひょうじゅん

李劉撰。南宋の駢文の大家である著者の作品集です。本書は南宋（1127～1279）刊本で、同版本は他に伝存
していません。新宮城主水野忠央（1814～65）旧蔵です。昭和32年（1957）2月19日指定。

平斎文集
へいさいぶんしゅう

南宋の政治家・洪咨の詩文集です。南宋中期（13世紀初頭）の刊本で、他に伝本として知られるものはありま
せん。狩谷斎（1775～1835）旧蔵で、安政2年（1855）に昌平坂学問所に納められました。昭和32年（1957）
2月19日指定。

類編増広潁浜先生大全文集
るいへんぞうこうえいひんせんせいたいぜんぶんしゅう

中国、北宋の詩人蘇軾の弟にあたる蘇轍（1039～1112）の詩文集で、南宋の乾道中（1165～73）の刊本です。
文化5（1808）年に昌平坂学問所に納められました。昭和32年（1957）2月19日指定。

予章先生文集
よしょうせんせいぶんしゅう

中国、北宋の詩人黄庭堅（1045～1105）の詩文集で、中国、南宋（1127～1279）の早い時期に刊行されたと
される大字本といわれるものです。文化5（1808）年、近江国仁正寺藩主市橋長昭（1773～1814）が幕府に
献上しました。昭和32年（1957）2月19日指定。

管見抄
かんけんしょう

唐の白居易が著した「白氏文集」中より、治政の参考になる詩文を抄出したものです。本書は、永仁3年（1295）
に書写されたものですが、他に伝本の所在が知られていません。和学講談所旧蔵本。昭和32年（1957）2月
19日指定。

淮海集
わいかいしゅう

蘇東坡と交遊のあった宋の秦観の漢詩文集です。南宋の乾道9年（1173）高郵軍学刊本。近江国仁正寺藩主市
橋長昭（1773～1814）から、文化5年（1808）湯島の聖堂に献上されました。昭和31年（1956）6月28日指定。

周易新講義
しゅうえきしんこうぎ

宋の原の手になる易の解説書で、中国元代（13世紀末）には、本国でも既に存在が知られなくなっていました。
本書は南宋初年（12世紀初頭）の刊本で、文化2年（1805）に昌平坂学問所の蔵書となりました。昭和31年（1956）
6月28日指定。

史略・子略
しりゃく

宋の高似孫撰。南宋の宝慶年間（1225～27）の刊本です。中国でも早くに散逸した書物で本書は唯一の伝本
です。木村蒹葭堂（1736～1802）旧蔵で、文化元年（1804）昌平坂学問所に入りました。昭和31年（1956）6
月28日指定。

東坡集
とうばしゅう

中国、北宋の詩人蘇軾（1036～1101）の詩文集で、南宋の孝宗（1162～89）の時に刊行された現存する『東
坡集』の最古の版本です。文化5（1808）年、近江国仁正寺藩主市橋長昭から、幕府へ献上されました。昭和
31年（1956）6月28日指定。

全相平話
ぜんそうへいわ

元の至治年間（1321～23）に刊行された歴史講談（平話）です。明代の小説『三国志演義』や『封神演義』など
の源流ともなった、現存する世界唯一の刊本です。話にまつわる挿絵を各丁の上部に掲載しています。昭和30
年（1955）6月22日指定。

廬山記
ろざんき

宋の陳舜兪撰。古来、名勝地として著名な江西省廬山の地誌です。南宋初年の紹興年間（1131～62）の刊本
で、その唯一の完全な伝本です。豊後国佐伯藩主毛利高標（1755～1801）旧蔵で、その死後の文政10年
（1827）、幕府へ献上されました。昭和30年（1955）6月22日指定。

法曹類林
ほっそうるいりん

藤原通憲（信西）（1108～59）の収集整理した法律・裁判関係の資料等で、平安時代の法律制度や社会を知
る貴重な資料です。金沢文庫旧蔵本で、享保7年（1722）、前田家より幕府へ献上されたものです。昭和30年
（1955）6月22日指定。

本朝続文粋
ほんちょうぞくもんずい

平安末期の漢詩文集で、本書の最古の完全な伝本です。文永9年（1272）に北条実時が書写させ金沢文庫に
伝えたもので、慶長7年（1602）徳川家康の手に移り、その没後「駿河御文庫本」として紅葉山文庫に納めら
れました。昭和30年（1955）6月22日指定。
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アジア歴史資料センターホームページ（https://www.jacar.go.jp）

国立公文書館アジア歴史      資料センターVII

　アジア歴史資料センター（略称「アジ歴」）は、国の機
関が保管する「アジア歴史資料」（注）をデジタルデータとし
て、インターネットを通じて情報提供するデジタルアーカ
イブです。アジ歴の事業は、アジア歴史資料のデジタル
アーカイブ化を進め、内外の多くの方々の利用を促し、
併せて、アジア近隣諸国等との相互理解をより深めるこ
とを目的としています。
（注） 近現代における我が国とアジア近隣諸国等との関係に関わる歴史資料として重要

な我が国の公文書その他の記録

1．沿革
　戦後50周年を翌年にひかえた平成6年（1994）8月、
村山富市内閣総理大臣（当時）は、｢平和友好交流計画｣
に関する談話を発表し、アジア歴史資料センターの設立
の検討を表明しました。
　その後、内閣官房に設置された有識者会議の提言を
受けて、具体的な開設準備が進められ、アジア歴史資
料センターは平成13年（2001）11月に開設されました。
　アジ歴は令和3年（2021）11月には開設20周年を迎え、
記念事業として11月2日にシンポジウム「デジタルアーカ
イブの進化と歴史教育・歴史研究」をオンラインで開催す
るとともに、記念誌『アジア歴史資料センター　20年の歩
み』を刊行しました。
　シンポジウムの動画及び記念誌は、アジ歴のウェブサ
イトで公開されています。

2．提供資料
　現在、アジ歴では、国立公文書館、外務省外交史料
館、及び防衛省防衛研究所戦史研究センターが所蔵する
アジア歴史資料について、これらの機関から提供された
デジタル化された画像に目録情報を付して、順次公開し
ています。明治初期から太平洋戦争終結までの資料に加
え、平成29年（2017）度からは戦後資料（当面は昭和47
年（1972）まで）の公開も進めています。令和8年（2026）
3月現在、3館から提供された約225万件の資料（約3,397
万画像）を公開しています。
　また、国内外の一部の大学・文書館・図書館等と提
携して、各機関がインターネット公開しているアジア歴史
資料をリンクにより提供しています。

【主な提供資料】

国立公文書館
　国立公文書館の所蔵資料のうち、アジ歴では、戦前
期の政策決定および遂行過程・状況に関する資料等を
公開しています。
　太政官／内閣で作成された主要 4シリーズ（太政類典、
公文録、公文類聚、公文雑纂）、「御署名原本」（憲法・詔書・
法律・条約・勅令等の公布に際し、御名御璽（天皇の署
名および天皇の印）が付された文書）、「返還文書」（第

ホームページ X

Facebook YouTube
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国立公文書館アジア歴史      資料センター

二次世界大戦後に連合国に接収され昭和 48年に返還さ
れた旧陸海軍・内務省などの公文書）等を提供しています。
　なお、国立公文書館所蔵資料の画像の閲覧は、同館
デジタルアーカイブへリンクする形式をとっています。

外務省外交史料館
　外交史料館は、外交史料の保存・管理・公開等を行っ
ている外務省の公文書館です。所蔵史料は、明治期から
第二次世界大戦までの外交活動にともなう史料「戦前期
外務省記録」、外交記録公開制度により公開された「戦
後外交記録」、幕末期の外交史料集「通信全覧」「続通信
全覧」、幕末以降の条約書、幕末・明治初年から終戦ま
での国書・親書、調書その他の外交史料、個人文書・
書簡などからなります。

防衛省防衛研究所戦史研究センター
　防衛省防衛研究所戦史研究センターは陸軍関係約
61,000冊、海軍関係約 42,000冊の史料を所蔵してい
ます。これらの史料は、米国返還史料（終戦後に米軍が
接収した史料）、厚生省復員局等が整理保管していたも
の、戦史叢書編纂と戦史の調査研究のため、防衛研究
所が収集し又は寄贈を受けたものの 3種類から構成され
ています。アジ歴では、防衛研究所の史料のうち電子化
されたものを逐次入手し電子情報として発信しています。

3．アジ歴デジタル
 アーカイブの特徴

1 充実した目録情報
　アジ歴は、資料所蔵機関から提供された目録情報に、
独自の項目を加えてデジタルアーカイブに登録しています。

　アジ歴のデジタルアーカイブは、インターネットを通じ
て「いつでも」「どこでも」「だれでも」「無料で」資料の検
索・閲覧を行うことができ、資料画像のプリントアウト
やデータのダウンロードも自由にできます。また、以下の
ような機能を有しています。

資料の作成者や組織歴（資料に関わった組織名）、資料
の先頭300字の文字起こし（テキスト化）、写真・図・表
のキャプションなどの項目を加えることにより、目録情報
を充実させ、キーワード検索の精度を高めています。

2 複数機関の資料を一括検索
　資料所蔵3機関から提供されたアジア歴史資料を、独
自の統一様式によりデジタルアーカイブ化しているため、
一括して検索・閲覧することができます。

3 辞書検索機能
　アジ歴の目録情報は原文表記を原則としており、探し
たい資料を網羅的に検索するためには、地名や人名、出
来事などを当時の呼称で検索しなければなりません。特
に外国の地名や人名は表記が統一されておらず、複数の
表記が使用されていたりします（表記ゆれ）。そこで、ア
ジ歴は辞書検索の機能を提供しています。この機能を使
用すれば、検索したキーワードに関わる同義語や関連語、
表記ゆれを指定して、網羅的な検索が可能となります。

4 英訳の提供
　外国の利用者も効率的に資料検索が行えるように、目
録情報のうち簿冊標題・件名標題・作成者名・組織歴／
履歴の4項目について、英訳を登録しています。英語版
ホームページから検索が行えます。※先頭300字の文字
起こしは日本語目録のみ。

アジ歴目録情報
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　アジ歴は、これまで、資料所蔵3機関から資料のデジ
タルデータの提供を受けてデジタルアーカイブを構築し
てきましたが、利用者からは、より幅広い資料を利用し
たいという要望が寄せられています。この要望に応える
ため、以下の取組を行っています。

1 リンクによる情報提供
　インターネットのリンク機能を利用して、アジ歴が作成
した目録情報と大学・文書館・図書館等の画像情報を
つなげることで、より幅広いアジア歴史資料を利用できる
「リンクによる情報提供」を導入しています。

【提供資料】（令和8年6月現在）
「宮

みやらどぅんち

良殿内文庫」「矢内原忠雄文庫植民地関係資料」
（琉球大学附属図書館）
「北越殖民社関係資料」（北海道立図書館）
「開拓使裁録」（北海道立文書館）
「神戸開港文書」（神戸大学附属図書館）
「大分高商・経専コレクション」
（大分大学経済学部教育研究支援室）
「邦字新聞デジタル・コレクション」
（スタンフォード大学フーヴァー研究所）
「山﨑元幹文書」
（日本貿易振興機構アジア経済研究所図書館）
「近代中国関係日本語資料」（東洋文庫）
「同盟旬報」「同盟時事月報」（新聞通信調査会）
「近現代東アジア関係資料」（山口大学図書館）

2 戦後資料の提供
　平成 27年（2015）に内閣総理大臣の下に設置された 
「20世紀を振り返り21世紀の世界秩序と日本の役割を 
構想するための有識者懇談会」（21世紀構想懇談会）は、
その報告書において、アジ歴の取組が内外の研究者等か
ら高い評価を得ていることに鑑み、「戦後の資料について
も収集、公開する必要がある」旨を提言しました。
　これを受けて、アジ歴は、国立公文書館、外務省外
交史料館から戦後資料のデジタルデータの提供を受け、
平成29年（2017）度に本格的に戦後資料（当面、1972
年まで）の提供を開始しました。

国立公文書館アジア歴史資料センターVII

4．情報提供資料の充実

2 アジア歴史資料ラーニング
―デジタル資料で学ぶ日本とアジア―

　新学習指導要領にもとづく資料を活用した授業や、社
会人の学び直しなどに利用していただくための、教育用
コンテンツです。トップページの 6つの時代をクリックす
るとそれぞれの年表が表示されます。年表から歴史上の

1 インターネット特別展
　公文書に馴染みの薄い利用者にも公文書に親しんでも
らえるよう、歴史上の出来事を解説しつつ、関連する公
文書を紹介するコーナーです。資料の紹介を中心とした
「特集」もあります。一部については、英語版も公開して
います。

5．ウェブコンテンツ

「昭和100年」インターネット特別展　
第1回『写真週報』にみる昭和戦時下の日本とアジア
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3 利用ガイダンスの実施
　アジ歴をより多くの方々に知っていただくために、デジ
タルアーカイブの利用方法などを紹介するアジ歴オンライ
ンセミナーを行っています。要望に応じて公開講座での
講師派遣も行っています。

4 SNSによる発信
　アジ歴で公開している資料やコンテンツ、アジ歴の
活動について広く周知するため、SNS（X、Facebook、
YouTube）による情報発信を行っています。X、Facebook
では英語でも発信しています。

5 海外向け広報活動
　海外でのアジ歴の利用促進を図るため、海外の日本
研究者や教育関係者などに向けた広報活動を行っていま
す。令和7年（2025）には国際公文書館会議東アジア地
域支部総会・セミナーに出席し、アジ歴の取組の紹介や
各国の研究者・アーキビストとの意見交換を行いました。

アジア歴史資料ラーニング

1 外国語ホームページの公開
　外国の利用者に向けて、アジ歴の役割やデジタルアー
カイブの公開状況を情報発信するため、日本語に加えて、
英語、中国語、韓国語のホームページを開設しています。

2 アジ歴ニューズレターの配信
　新規提供資料のお知らせや資料紹介などを掲載した
メールマガジン方式のニューズレターを日本語及び英語
で配信しています。配信の希望は、ホームページ上で受
け付けています。ホームページにはバックナンバーも掲載
しています。

アジ歴ニューズレター

6．利用促進の取組

出来事を選んで、用語解説を読んだり、関連する資料の
画像やテキストを見たりすることができます。
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概要VIII
　我が国では、明治以来、国の公文書は各機関で保存する方
法をとってきました。しかし、戦後、公文書の散逸防止と公開
のための施設の必要性についての認識が急速に高まり、昭和34
年（1959）11月、日本学術会議会長から内閣総理大臣に対し
勧告が出されました。その趣旨は、国立公文書館を設置して、
公文書の散逸防止とその一般利用のための有効で適切な措置
を政府において講ずるよう要望したものでした。
　政府もその必要性を認めていたため、公文書の散逸防止を
各省庁に呼びかけるとともに、国内の公文書の保存状況、散逸
防止及び一般利用の方策、外国公文書館制度などの調査を行
いました。その結果を踏まえ、国の行政に関する公文書等を保
存し、閲覧に供するとともに、これに関する調査研究を行うこ
と等を目的として、昭和46年（1971）7月に、総理府（当時）に
国立公文書館が設置されました。
　国立公文書館の設置に際し、その重要な一部門となった内閣
文庫は、明治6年（1873）太政官に置かれた図書掛に始まり、同
18年（1885）内閣制度創始と同時に内閣文庫となりました。以来、
和漢の古典籍・古文書を所蔵する我が国屈指の専門図書館とし
て内外の研究者に親しまれてきました。その蔵書の中には、江戸
幕府の記録等の公文書に類する資料も多く含まれています。
　また、昭和62年（1987）には、公文書等は行政上の観点から
重要であるというだけでなく、歴史資料としての重要性にかんが
み、歴史資料として重要な公文書等の保存及び利用に関し、適
切な措置を講ずる責務を有する施設である公文書館に関して、必
要な事項を規定した公文書館法が制定されました。
　平成10年（1998）7月には、つくば研究学園都市内につくば
分館が設置され、書庫等の拡充が行われました。
　平成11年（1999）に国立公文書館法が制定され、国立公文
書館は、行政・立法・司法機関が作成した歴史資料として重要
な公文書等を保存し、閲覧に供することができるとともに、歴
史資料として重要な公文書等の保存及び利用に関する情報の
収集、整理及び提供、専門的技術的な助言、調査研究並びに
研修その他の事業等を行うことが定められました。
　平成13年（2001）4月には、国の行政改革の一環として、国
の機関（内閣府）から独立行政法人に移行しました。
　さらに、平成13年（ 2001）11月には「アジア歴史資料整備
事業の推進について」（平成11年11月30日閣議決定）を受け、
国立公文書館の組織としてアジア歴史資料センターが開設さ
れました。アジア歴史資料センターでは、国立公文書館、外
務省外交史料館、防衛省防衛研究所戦史研究センターなど
の国の機関が保管するアジア歴史資料をデータベース化し、 

インターネットを通じて情報提供を行っています。
　平成23年（2011）4月には、行政文書について、統一的な管
理ルールを策定・実施し、レコードスケジュール（行政文書の
保存期間満了時の移管又は廃棄の措置の設定）の導入、行政
機関の長による行政文書の管理状況についての報告の義務付
け、内閣総理大臣による実地調査・勧告制度の新設、外部有
識者（公文書管理委員会）の知見活用、特定歴史公文書等の
利用促進などを規定した「公文書等の管理に関する法律」（公
文書管理法）が施行されました。国立公文書館は、公文書管
理法の施行によって、中間書庫機能の新設、歴史公文書等の
保存及び利用に関する専門的技術的助言制度の拡充等、その
機能が強化されました。
　国立公文書館はこれまで、我が国の歴史公文書等の保存及
び利用の拠点として、さらに歴史公文書等の保存及び利用に関
する知見を蓄積する拠点として機能を果たしてきました。近年
では、「公文書管理の適正の確保のための取組について」（平
成 30年7月20日行政文書の管理の在り方等に関する閣僚会議
決定）を踏まえ、当館が主催する研修の充実強化や実効性ある
チェックを行うための体制強化、また、当館の専門職員を内閣
府に派遣し、行政機関の取組状況の確認を支援するなどの取
組を行っています。加えて、「公文書管理法施行5年後見直しに
関する検討報告書」（平成28年3月23日公文書管理委員会）を
踏まえ、我が国における歴史公文書等の保存・利用を推進す
る観点から、文書管理の専門家の育成のため、その中核として
の役割を担うアーキビスト認証を開始するなど、当館の役割は
これまで以上に高まっています。
　平成29年（2017）4月に、衆議院議院運営委員会にて、憲政
記念館敷地を含む国会前庭を新たな国立公文書館と憲政記念館
の合築として政府が建設するために使用することを認める旨の決
定がなされました。現在、新館の建設と並行して、開館後の運営
に関する具体的な検討を進めています。

記録を守る、未来に活かす。
　令和 3年（2021）に国立公文書館は開館 50周年を
迎えました。これを記念して作成されたキャッチコピー 
「記録を守る、未来に活かす。」は、国民共有の知的資源
である特定歴史公文書等を永久保存し、多くの皆様に役
立てていただく、という当館の理念を表現するものとなって
います。また、当館の歩みを未来への展望と共に紹介する
映像「開館 50周年記念映像」も制作しました。

1. 沿革
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　国立公文書館は、国民一人一人にひらかれた、もっと魅力のある“ 情報の広場 ”になります。
　国立公文書館の「公」は、「公園」の「公」でもあります。誰もが気軽に立ち寄れる、遠くからでもイン
ターネットを通して自由にアクセスできる、国民一人一人に開かれた “パブリック・アーカイブズ ”が、国立 
公文書館の在り方です。国立公文書館を、誰もが日本の歩みに触れることのできる情報の広場にしていくこと、
これが国立公文書館から皆さんへの約束です。

一人一人に開かれた魅力づくりのために
1.  歴史的に重要な公文書の収集・保存を、一層進めます。
2.  インターネットを通じたご利用のため、公文書のデジタル化を一層推進します。
3.  生涯学習、社会教育にも活用できるデジタルアーカイブの更なる拡充を進めます。
4.  積極的な展示及び学習活動を通じて、公文書に触れ、興味を持っていただく機会を広げます。
5.  地方公共団体や研究機関、学会など、関連する団体との連携を強めます。
6.  海外の公文書館などとの国際交流の輪をひろげます。
7.  文書管理の専門家を育成します。
8.  職員全てが、利用者本位のサービス意識で活動します。

パブリック・アーカイブズ宣言

記録を守る、未来に活かす。
Archives: Evidence from the Past, Beacon for the Future
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2．施設
国立公文書館東京本館

鉄筋コンクリート造（地上4階、地下4階） 

敷地面積 約4,000㎡

建物面積 11,550㎡（地上部分2,710㎡） 

地下部分 8,840㎡（うち書庫部分7,000㎡） 

書庫 書架総延長35km

国立公文書館つくば分館

鉄筋コンクリート造（地上3階） 

敷地面積 25,000㎡

建物面積 11,250㎡（うち書庫部分 7,290㎡） 

書庫 書架総延長 37km

3．組織図

館長

監事（2）

理事 次長 総務課

新館対策課

業務課

統括公文書専門官

首席研究官

つくば分館

アーキビスト認証委員会

アジア歴史資料センター

次長
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令和8年（2026）9月
国立公文書館　発行

アジア歴史資料センター
〒 113-0033  東京都文京区本郷 3-22-5 

住友不動産本郷ビル 10階
電話：03-5805-8801（代表）FAX：03-5805-8804
https://www.jacar.go.jp
※同センターには、閲覧室等、利用者向けの設備はあり
ません。

国立公文書館　東京本館
〒 102-0091　東京都千代田区北の丸公園 3番 2号
電話：03-3214-0621（代表）FAX：03-3212-8806
https://www.archives.go.jp

（東京メトロ東西線竹橋駅下車1b出口より徒歩5分）

つくば分館
〒 300-4246　茨城県つくば市上沢 6番 6号
電話：029-867-1910（代表）FAX：029-867-1939
https://www.archives.go.jp
※つくば分館には閲覧室はありません。

（つくば駅からバス等をご利用ください）




